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〔資料〕
公害の補償と保険
亀井利 明
くはしがき〉 本稿は昭和46年 6月30日関西大学商学会第1回講演会で行なった講演の
要旨である。
序 説
わが国経済の高度成長に伴って大きくクローズアップされた社会問題の第
ーは交通事故問題であろう。交通事故問題が十分な解決を見ないまま，公害
問題が激しく表面化し， 1969年以降は全くこの問題に明け暮れたといっても
過言ではない。交通事故と公害とは社会問題の双璧ではあるが，両者の間に
はもちろん密接な関係がある。そのため，交通事故それ自体が一つの公害で
あると解する立場も存在する。
交通事故対策として各種の防止策が採用されるとともに，その救済策とし
て自賠責，自賠責共済，自動車損害賠償保障事業が採用された。つまり，交
通事故の事前的処置と事後的処置が講じられ，防止と補償（ないし保険）が
一応の体制をととのえている。交通事故といえば，すぐに人々は自賠責，自
動車保険（任意保険）を考え，次いで健康保険，労災保険，傷害保険あるい
は生命保険を連想する。それゆえ交通事故の保険化は実現されているといっ
て差し支えがない。
ところが，公害ほ交通事故と比較して非常に広範囲であり，かつ根の深い
問題であるがゆえに，公害対策もおのずから交通事故対策より複雑多岐にわ
たらざるをえない。公害問題に対する議論の動向を眺めていると，マスコミ
や著作の論調は公害の告発，政府・地方公共団体や企業に対する責任追求が
主であり，公害防止の具体策は従である。政府や企業の態度は一応前向きの
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スタイルを取りながらも1970年代の課題として弱腰である。それは， 1970年
の第64臨時国会（公害国会）で成立した14の公害関係法の内容や環境基準の
設定からしてうかがえる。
しかし，このような法の成立により，公害防止に一歩踏み出したことは確
かである。けれども，技術革新と大量生産方式のうえに築かれた今日の高度
文明社会においては，いかに厳格な防止策を取っても公害の完全な防止は不
可能であり，必ず不幸な犠牲者が出てくる。これは現に続発している交通事
故や労災事故を見れば一目瞭然である。
しかるに，公害に明け暮れ，花々しい議論に耳を傾けてきたわれわれにと
って，被害者の救済策，公害の保険化（補償をも含めて）などの議論はあま
り聞かされていない。もちろん公害対策として，防止という事前的処置が先
行することは当然であるが，その陰に事後的処置たる補償や保険がかくされ
てしまったように思える。何ごとによらず，大騒ぎの原因となった真の被害
者は十分な救済を受けられず，制度のかた隅に取り残される傾向にあるが，
公害もその例外ではないのかも知れない。
われわれの立場からすれば，公害問題取り上げに対する最大の不満は事後
的処置の軽視である。現に公害の被害に苦しみ，将来も必ずや苦しむであろ
う人々をなぜ軽視し，ある意味で日の当たる公害防止行政や対策のみに目を
向け，それのみにばく大な費用を投じようとするのか理解に苦しむ。あらゆ
る対策には積極的なものと消極的なものがなければ，その対策は不完全であ
る。一つの対策が本当に効を奏するには，積極消極の両面にわたる配慮とそ
れ相応の費用投下を行なわねばならない。
現在，公害の被害者救済としては， 1969年12月に成立した「公害に係る健
康被害の救済に関する特別措置法」に基づく健康被害救済制度が存在するの
みで，その適用範囲や内容についてはとうてい満足すべきものではない。根
本的な改革と，より一層の充実が望まれる。
ところで公害行政が合理化され，公害企業が公害防止設備に対してばく大
な投資を行ない，かつ排出や排水などの基準を守って操業するとするならば，
公害は完全になくならないまでも，偶発事故化することは確かである。この
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ような公害に対して，かりに無過失責任ないしそれに近い責任が課せられ，
企業が被害者に補償ないし損害賠償しなければならないとするならば，その
費用負担は企業の倒産点にまで達するかも知れない。企業のリスク・マネジ
メントの観点からすれば，かかる危険の費用化をはかっておかねばならず，
それがためには購入しうる保険の有無を考えるであろう。ところが，現在わ
が国には賠償責任保険が存在しても，この種の危険を担保していない。それ
ゆえ直接的に企業を保護し，それを通じて間接的に被害者を救済することが
できない。
そこで，私ほかねてより公害の補償を制度化し，公害を保険化する必要性
を感じており，若干本来の専門から離れはするが，大げさにいって保険学徒
の使命としてこの問題を研究しなければならないと考えていた。幸い，最近
の学生諸君は時代に敏感なのか，マスコミの影響なのか公害問題に非常に関
心が強く， 1970年4月から私の担当するゼミナールでこの問題を取り上げる
ことにした。
1 公害の形態と分類
公害の補償や保険化を考えるに当たって，公害の形態を正しく把握し，そ
の目的に照らして分類し，危険の範囲や損害の程度を予測しなければならな
し‘o
公害対策基本法第2条においては，公害を大気汚染，水質汚濁，騒音，振
動，地盤沈下，悪臭の 6つとしていたが， 1970年12月の法律改正で土壌汚染
を追加し，この 7つを典型的公害とした。また，水質汚濁には温熱排水によ
る水の状態の悪化，汚泥による水底の底質悪化も公害に含めることになった。
もちろん，同法ではこれ以外を公害ではないといっているわけではなく，各
種の形態のものが考えられる。
国民感情からして，「これも公害だ」とされるものを1970年 7月の毎日新聞
(1) 
の世論調査の集計結果によると，「農薬の害」と「食品添加物の害」はそれぞ
(1) この調査は層別多段抽出法で選んだ全国16才以上の男女3,000人に対して行な
われたものである。毎日新聞昭和45年 9月8日号参照。
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れ61％の人々から公害であると答えられている。次いで，「交通事故」(41%),
「放射能汚染」 (34%),「医薬品の害」 (31%),「不良マスコミ」 (22%),「戦
争」(15%).「インフレ」(10%),「犯罪」(10%）となっている。また，自由に
あげられた回答には，住宅不足，土地の値上がり， 日照権侵害，交通ラッシ
ュ，クバコの害，自動車の道路損壊，都市の過密化，有害洗剤，家庭のゴミ
・廃棄物，風俗の乱れ，ハニ・蚊の発生などがあり，なかにほ人間関係の悪
化，人間性の喪失，いろいろな風評，対人不信，税制，汚職なども見られ，
欲求不満の原因はなんでも公害とする傾向が見られたとのことである。
国民感情からする公害概念は過大であり，かつ拡大傾向にあるが，これは
新種の公害が登場したり，公害が公害を呼ぶという事実と無関係ではない。
しかし，情報過多の昨今，マスコミの影響でなんでも公害としてしまう傾向
がある。そのため公害という語の定義がむつかしくなり，その概念中に含ま
れるものを整理，分類することが困難となってきている。
公害とは何かという定義の問題ほ一つの大きな研究課題であるゆえ，ここ
では深く立ち入らない。しかし，一応公害を，事業活動や人間活動によって
一般大衆や地域社会に悪影響を及ぼし，人の健康または生活環境につき広範
囲にわたる被害を与えることとしておこう。
したがって，われわれの立場からすれば，公害は被害それ自体に重点をお
いて考えており，それを生ぜしめる現象以後を公害と考えている。しかし，
一般に公害という湯合，その原因，現象，被害を十分区別せず，その全体を
ばく然と公害と呼んでいるようである。
(1) 原因，現象，被害（因果関係上）
公害の原因は現象（現象形態の事故）を生ぜしめる加害行為（原因行為）
であって，それは人の故意過失だけでなく，通常の日常行為をも含むことに
(2) 
なる。それは各種有害物質の排出，排水，排気，廃棄，使用や販売という形
となる。このような行為によって公害対策基本法に規定するような大気汚染，
水質汚濁，騒音，振動，悪臭，地盤沈下，土壊悪化のような現象形態の事故
(2) ここにいう使用はたとえば農薬の使用を，販売は有毒食品の販売を考えている。
つまり農薬公害や食品公害を含めて考えている。
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が発生する。また，場合によっては直接，被害（被害形態の事故）を生じる。
しかし，原因行為によって常に現象形態の事故が生じるというものではない。
そうなるには，相当長期にわたって，およびもしくは多数の人によって，原
因行為がなされなければならない。
現象形態の事故によって各種の被害（損害）が生じるわけであるが，それ
は直接被害と間接被害に区別しうる。直接被害はさらに健康被害と財産被害
とに類別することができる。健康被害はたとえば，大気汚染による気管支炎
やぜんそく，水質汚濁による水俣病やイクイイクイ病などのごとき被害であ
り，それに伴って生ずる医療費等の損害である。財産被害とは現象形態の事
故によって生じた建物，機械，備品，製品または商品などの動産に生じた損
害や植木，家畜等に生じた被害をいい，いわゆる財産上の損害をいう。また，
間接被害は各種の営業上の損害，収益の減少，費用の発生を意味する。たと
えば，漁場の喪失や被害防止のための設備購入などがそれである。被害にほ
金銭的評価の可能なものもあれば，それが因難な社会的，個人的なあるいは
精神的，心理的な被害も存在しうる。
以上のような区別は公害の保険化を考える場合，保険可能の限界，危険の
同質化，免責事由の設定，損害填補範囲の設定上必要である。これは被害者
側に立っての保険化，加害者側に立っての保険化を考える湯合でも同じであ
る。ただし，公害の加害者の被る損害ほ決Lて公害そのものではなく，ここ
でいう被害形態の事故には入らず，それに代る責任形態の事故となろう。
原因行為，現象（形態の事故）および被害（形態の事故）という区別は現
実に用いられている公害用語では必ずしも明確でない。たとえば，産業公害，
都市公害，交通公害，食品公害，薬品公害，農業公害，原子力公害，海上公
害などの用語は原因行為と現象形態が複合された用い方であり，概念化に便
宜な特長をつかまえて命名されている。
(2) 公害，私害的公害，私害（発生源）
公害の発生源を考えた湯合，それが不特定多数の場合，特定少数の場合，
および特定単数の場合がある。ここにいう公害，私害的公害，私害という分
類はそれぞれに対応する分類である。それは責任の主体すなわち，加害者数
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によって区別したものである。特定少数と特定単数の場合でも，その被害は
一般大衆に及ぶことがあるゆえ，公害という用語に包括すべきかも知れない
が，保険化を考えてあえてこのように分類した。
さも発生源が不特定多数のものはその責任主体が多数に上り特定しえな
いし，その被害が一般大衆に及ぶゆえ，公害という文字に完全に合致する。
この種の公害ほいわゆる都市公害といわれるものに多く見られ，家庭排水や
工場排水による河川の汚染，港湾の汚染，自動車の排気ガスや都市暖房によ
る大気汚染，自動車交通による騒音などである。この種の公害は都市近辺の
産業公害の結果生じることもあるが，都市住民の消費過程を中心として発生
する場合もある。したがってこの種の公害は加害者が同時に被害者であり，
被害者が同時に加害者という形を取ることが多い。それゆえ，被害者が損害
賠償を請求するにしても，その相手方が誰であるか事実上確定不能となる。
しかし，強いていえば都市行政や地域行政に対して責任を負う地方公共団体
が不特定多数の加害者に代って責を負わねばならないものである。かくて，
このような公害を保険化する場合，加害者側の保険ということはありえず，
被害者側に立つ保険しか考ええない。その経営形態，保険料負担の問題ほ残
るが，中心となる保険は疾病保険（健康保険）であろう。
次に，発生源が特定多数の場合であるが，これはたとえば四日市ぜんそく
や田子の浦へどろ公害のごとく，その加害者の範囲がある程度確定できる。
それはいわば私害の集積ともいえるのであるけれども，私害のように加害者
と被害者の対応関係が明確ではなく，現行法上，共同不法行為者として連帯
責任を負わしめるべきことが因難である。また被害者が損害賠償を求めるこ
とも事実上不可能に近い。この種の公害はいうまでもなく産業公害の一形態
であるが，本来加害企業がなんらかの形で全責任を負うべきものであり，被
害が一般大衆に及ぶゆえ，私害的公害といおう。この種の公害を保険化する
には，困難という問題はあっても，理論上，加害者側でも被害者側どちらで
も可能である。すなわち，加害者側の保険なら賠償責任保険，被害者側の保
険なら疾病保険を中心としたものとなろう。
最後に，水俣病やイタイイタイ病のごとく発生源が特定単数の場合は，加
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害企業が単独で全面的に責を負わねばならぬものである。もちろん因果関係
や過失の立証とかその困難性からくる挙証責任の転換や無過失責任制への移
行というやっかいな問題はあるが，被害者と加害者の対応関係は明確である。
単一の加害者が損害賠償責任ないし補償責任を負う場合，その対象は通常広
範囲に及ぶことになり，公害的性格が強いと考えられるが，私的責任を公的
責任にすり変えたり解消してはならぬものである。ゆえにそれほ私害と呼び，
加害企業に対し全責任を追求すべきものである。この種の私害にはまた，食
品中毒や薬害のような商品公害も含まれる。私害を保険化する湯合，それは
おのずから賠償責任保険となるであろう。
第 1 表
麟
堅
鱈
| 肴百物質の排出．
態直 棄 ュ
気汚染，水！
動．悪臭．地盤沈下．
〗紅
医
発 生 源
責任帰属
公害形態
提 案
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(3) 公的生活妨害，私的生活妨害（被害の範囲）
英国には publicnuisanceと privatenuisanceという語があり， 前者を公
害，後者を私害と訳されている。
害の区別は発生源が不特定かまたは特定かという観点からなされている。だ
が，英国での publicnuisanceとprivatenuisanceは一般公衆の被る生活妨
害か特定の個人が被る生活妨害かの区別である。つまり，被害者が広範囲
（不特定多数）に及ぶか，限定された範囲（特定少数または特定単数）かの
しかし，わが国で用いられている公害と私
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区別である。後者の適例は相隣関係から生ずる被害（たとえば日照権の侵害）
である。それゆえ，これはわれわれのいう公害とは少しく様相を異にし，被
害の回復は純然たる民事問題となる。
公的生活妨害は一般公衆の受忍させられる被害で，それが可測性のもので
あると否とを問わない。それゆえ，環境汚染 (environmentalpollution)，環
境破綻 (environmentaldisruption)，外部不経済 (externaldiseconomy)とい
う語に通じる面を有している。
2 健康被害救済制度の問題点
公害被害については民法上の不法行為の規定に基づいて損害賠償の方途が
開かれているが，因果関係の究明，有責者の確定，違法性の判定等種々やっ
かいな問題があり，加えて救済をうるまでに長期間を必要とする。そこで迅
速かつ円滑な救済手段として，昭和45年2月1日から健康被害救済制度が実
施されている。
この制度によって救済を受けるためには①指定地域，②指定疾病，⑧居住
期間の要件が必要である。現在，指定地域は大気汚染関係では川崎市（大師，
田島地区），四日市市（塩浜地区等），大阪市（西淀川区）となっており，水質
汚濁関係では新潟県阿賀野川下流地域，能本県水俣湾沿岸地域，富山県神通
川下流地域となっている。
指定疾病は，大気汚染関係では慢性気管支炎，気管支ぜんそく，ぜんそく
性気管支炎および肺気しゅならびにこれらの続発症であり，水質汚濁関係で
は水俣病およびイタイイクイ病である。
居住期間の要件は大気汚染関係の被害者に対してのみ要求され，次のうち
のいずれかの居住期間がなければならないことになっている。
(1) 現在まで引き続き 3年以上当該指定地域内に住所を有していること
(3オ未満児であるときは 6カ月以上）
(2) 現在 1日のうち 8時間以上の時間を当該指定地域内において過ごすこ
とが常態であり，かつ，その期間が 5年以上であること。
以上の(1)は純然たる居住者であるが，（2）は指定地域に職場や学校などを有
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し，そこに通っている者を念頭においたものである。
(73) 73 
水質汚濁関係の被害者については指定地域に住所を持つとか働いているか
の実質的関係があればよく，居住期間の要件がない。
以上の要件を具備していて本制度の救済を受けるためには，知事または市
長（川崎市，新潟市，四日市市，大阪市）の認定を受けなければならない。
医師の診断書を添付してなされた被害者の申請に基づき，知事または市長は
公害被害者認定審査会の意見を聞き認定を行なう。公害被害者認定審査会は
医学専門家10名以内で組織される。
こうして認定された公害病患者に対して，①医療費，②医療手当，および
⑧介護手当が支給される。医療費についてほ健康保険，国民健康保険その他
の社会保険から給付のある場合には，その差額が支給されることになる。っ
まり，認定患者が病院等で支払う自己負担額のみに限定される。
第二の医療手当は通院のための交通費，入院中の雑費などの補償といった
性格を持つ給付金である。その金額は昭和46年4月より改訂された。すなわ
ち，入院息者についてほ15日以上，月5,000円， 8日以上15日未満，月4,000
円， 8日未満，月3,000円となり，通院息者についてほ水質汚濁関係の場合，
8日以上，月3,000円， 2日以上 8日未満，月2,000円，大気汚染関係の場合，
15日以上，月3,000円， 6日以上15日未満，月2,000円とされている。
第三の介護手当は身体上の障害により介護を要する状態にあり，かつ現実
に介護を受けている者に対して支給される。その額は 1日につき 300円にそ
の月において費用を支出して介護を受けた日数を乗じて算出した額である。
このような制度を運営するために事業者と国および地方公共団体が費用の
分担を行なっている。費用は給付諸費用と事務費とからなるが，給付諸費用
1 1 
については事業者ー，国および地方公共団体ーとなっており，事務費は全額2 2 
国および地方公共団体が負担する。たとえば，政令市が実施する場合には，
3 1 1 1 
給付諸費用の分担は事業者一，国一，都道府県―-，政令市ーであり，事務費6 6 6 6 
1 1 1 
の分担は国一，都道府県一，政令市 である。
3 3 3 
さて，以上の健康被害救済制度についてほ次のような欠点がある。
(1) 指定地域と指定疾病が大気汚染と水質汚濁関係だけに限定され，救済
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の対象が非常に厳格である。被害事実の明らかになっている地域や交通量の
多い交差点周辺にも拡大すべきである。また，高速道路や空港周辺の騒音に
よる健康被害にも拡大すべきである。この制度を維持する以上，指定地域お
よび指定疾病を流動的に追加していくべきである。
(2) 居住期間の要件が厳格すぎる。 3年とか 5年というような期間の定め
は必ずしも医学的な根拠があって定められたものとはいえない。大気汚染は
同じような状態が続くというより，悪化していっているのが実状であるから，
居住期間の要件はもっと緩和すべきである。この種の要件はたとえばヘビー
スモーカーや特定の労働条件に起因するといったような地域全体の汚染に関
係のない者を区別するという意味あいから定めらるべきであろう。
(3) 給付内容については休業補償や後遺障害補償が考えられていない。不
幸な公害病患者を本当に救済するならこの種の補償こそ必要である。自賠責
や労災保険の補償内容と比較して明らかに劣っている。
(4) 医療費の支給は既存の健康保険制度を全面的に利用し，その差額だけ
を支給するといった他力本願的な制度となり，健康保険の赤字原因の一つと
なる。加えて所得による支給制限というものがあって，患者が医療費を負担
することができる所得があると認められる場合には医療費の全部または一部
を支給しないものとされている。これは全く理解に苦しむ処置で，所得金額
の定め方一つでこの制度の意義は全く失われてしまう。全く公害原因企業を
保護し，公害病患者の救済をできるだけ安価ですまそうとする処置である。
(5) 医療手当の金額が少ないうえ，所得による支給制限がある。所得によ
る支給制限ほ介護手当の場合と同様で，前年分の所得税額が17,200円を越え
るときは支給しないとされている。その不都合はいうまでもない。
(6) 費用負担は原因者費用負担の原則からして，事業者が少なくとも給付
諸費用の全額を負担すべきである。既存の健康保険の利用その他で負担は軽
くなっているほずであるから，損害賠償としてその全額を負担して当然であ
る。しかるに，財界からの圧力によって不当にゆがめられた形となっている。
(7) このような形で救済制度を実施するのなら，健康被害のみに限定せず，
財産被害や農漁業等の営業被害にも拡大すべきであった。
公害の補償と保険（亀井） (75) 75 
以上のような欠点のゆえに私はこの制度を良い制度とは考えない。他の制
度に切り換えることを良策と考えている。
すなわち，被害者側で健康被害の保険化を考えるならば，現在の健康保険
を拡大する方法が望ましいと考える。すなわち現行健康保険制度の下におい
て，公害病と認定された場合には，療養給付の本人の一部負担を全額給付と
するのである。もちろん，現在の健康保険にもいろいろ問題はある。
現在の健康保険では「療養の給付」に関し，被保険者本人について初診の
際200円，入院の際に 1日につき60円（最初の 1カ月間のみ），の一部負担金
を支払わねばならないし，家族療養費についてほ50％給付になっており，国
民健康保険では被保険者，家族とも70％給付になっている。このような息者
負担を公害病患者には一切なくしてしまうのである。
そして，さらにこのような息者についてのみ，医療手当，介護手当，休業
補償，後遣障害補償を現行の健康保険の給付に付加するのである。
保険料は現在政30府管掌健康保険については標準報酬月額の盈。であり，．組
合管掌健康保険ーーないし—――
80 
であって，これを労使折半で負担している。
100・ 1 0 0 0 
健康保険に公害病関係の給付が入るゆえ，当然保険料率も引き上げなければ
ならない。その引き上げ分を公害企業に負担させるのである。この額はそれ
こそいくらになるか不明であるが，試行錯誤的に取り扱えばよいと考える。
事務費については現在のように国または地方公共団体が負担すればよいと考
える。
3 公害訴訟と補償
いささか比喩的にはなるが，その昔，仁徳天皇は高台に登って民のかまど
の煙をながめ，その貧しさを知って租税を免じ， 3年後に煙の多いのを見て
改めて租税を課したと伝えられている。•これは国民の生活水準のバロメーク
ーとして，かまどの煙を見たということで善政の見本とされている。同じよ
うな発想は1500年後の現代でも見られるが，それは悪政の見本となってしま
った。すなわち，かつて川崎や北九州の行政者は製鉄所や製油所からたちの
ぽる煙による空の汚れを市勢発展のバロメークーとして歓迎した。かかる経
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済優先のたれ流し思想が公害をまき散らし，その被害者が補償を求めて訴訟
に訴えることが非常に多くなった。その代表的なものは水俣病訴訟とイタイ
イクイ病訴訟であろう。
水俣病訴訟が提起される前の昭和34年12月，死者に対する弔慰金30万円，
葬祭料2万円などの見舞金契約がチッソと被害者側との間に結ばれていた。
昭和43年9月の政府による公害病認定を契機として補償問題が持ちあがった。
その結果，厚生省にあっせんを依頼する柔軟派（一任派）と訴訟を提起する
強硬派（訴訟派）に分かれた。後者は昭和44年6月チッソを相手どって 6億
4,200万円の慰謝料を請求する訴訟を起こした。柔軟派は死者一時金1,300万
円，生存者年金60万円を要求したが，厚生省の水俣病補償処理委員会から死
者一時金320万円ないし400万円，生存者一時金80万円ないし200万円，生存
者年金17万円ないし38万円のあっせん案が提示され，不本意ながら，それを
承諾した。
これに対し訴訟派は民法第 709条に基づき損害賠償の請求を行なったわけ
であるが，因果関係の立証，企業の故意，過失の立証を伴うゆえ訴訟が長期
(3) 
化し，今日に至っている。その損害賠償請求額は次のような内容である。
すなわち，逸失利益を中心として請求することは患者の生命健康に差別を
設けたと受けとられるのを避ける意味や訴訟技術上の問題から精神的損害
（慰謝料）のみを請求することになった。死者についてほ他の公害訴訟の請
求額，自賠責保険の保険金額の変遷等を参考として，その慰謝料を 800万円
とし，これに配偶者 (400万円），親 (300万円），子 (300万円）に対する慰藉
料を請求することになった。
生存者についてはその症状に応じてABCに分け， Aはものが言えず，目
も見えず，寝返りやえん下もできない生ける屍ともいうべき息者， Bは言語
障害，視野狭窄，知能障害，知覚障害，運動失調等の水俣病特有の症状をい
くつも兼ね備えている患者， Cは以上のうち 3種類程度の後遺症を残す者と
し，その請求額が区別された。 A息者についてほ死者と同額が請求された。
次に富山県神通川流域で発生したイクイイクイ病の原因が三井金属の排出
(3) 千場茂勝・荒木哲也「水俣病訴訟」ジュリスト1970年8月10日号， 152頁参照。
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するカドミウムであるという説が昭和36年6月以降一般に受け入れられるよ
うになると，息者やその家族が三井金属や地方自治体に医療救済や補償を求
めて立ちあがった。しかし，その要求が徹底的に無視されたため，昭和43年
3月息者および遺族が慰謝料を請求する訴訟を起こした。これは31名が総額
6,200万円の慰謝料を請求する訴訟で第一次訴訟であった。 しかし， 訴訟は
これだけでなく，昭和46年 5月までに第六次訴訟まで提起され，原告総数
514名， 総額7億 4,300万円の金額に達している。その内訳は第 2表のとお
りである。
第 2 表
訴 訟
提 訴 原告 原告の内訳 訴 額
年月 日 数 患者 遺族（死亡者） 要観察者
第一次訴訟 43. 3. 9 31 7 24(7) 6200万円
第二次 II 43.10. 8 334 59 260(54) 15 5億2730万円
第三次” 44. 3.10 46 5 37(5) 4 5400万円
第四次 II 44.11. 20 4 4 1600万円
第五次 II 45. 2. 20 81 81(13) 4780万円
第六次 II 46. 5. 7 18 4 14(4) 3600万円
計 514 79 416(83) 19 7億4310万円
（サンケイ新聞46年6月30日夕刊による）
第一次訴訟に対する判決は昭和46年6月30日に下された。原告達が請求し
た慰謝料の内訳ほ，死者は一律に500万円，息者400万円である。そして，こ
の訴訟は無過失損害賠償責任を規定した鉱業法第 109条を根拠としており，
民法第709条を根拠とする水俣病訴訟と異なり，企業側の故意，過失を立証
することを必要とせず，損害と原因の因果関係を立証すれば足りるものであ
った。そこで，訴訟の争点となったのほ，①三井金属がカドミウムを排出し
たか否か（第一次因果関係），③カドミウムはイクイイクイ病の原因であるか
否か（第二次因果関係），⑧損害があったか否か， であった。 とくに②につ
いては，どの程度まで因果の存在を立証すればよいのかについて証拠資料や
科学的知識の乏しい公害被害者にとって大変な負担となった。そこで，裁判
所ほ被害者の立証責任を軽減するため蓋然性の理論を導入し，カドミウムが
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イタイイクイ病の原因であると認めた。蓋然性の理論は加害行為と被害との
因果関係は確実に証明されなくても，通常人なら誰でもその可能性が高い
（疑をさしはさまない程度に真実らしいとの確信をうること）と考える程度
に立証すれば，そこに法律上の因果関係があると認める考え方である。
かくて，原告側の勝利となり，その請求額はほぼ全面的に認められ，死者
の遺族については500万円 (10年以前の死者については300万円～400万円），
息者については 400万円の慰謝料の支払いが命じられた。これは同額賠償を
認めた点において，人命の損害賠償定額化の傾向と照応して大きな意義があ
るといえよう。
さて，水俣病訴訟やイタイイタイ病訴訟における原告の請求ほ客観的に見
て妥当かどうかは，詳細にその内容を検討しなければなんともいえないが，
昭和45年4月に発生した大阪市天六ガス爆発事故の補償額が死者最高1,900
万円，最低800万円であったことから考え，金額的には問題はない。むしろ，
イクイイタイ病訴訟は過少請求に過ぎたようにも思える。
ところで，他人の不法行為により身体生命を害された者は，それによって
生じた財産的損害と精神的損害の双方の請求をなしうる。この場合の財産的
損害とは，死亡の場合には，①将来の収入を失ったことによる損害（逸失利
益），②死亡に至るまでの収入減（休業補償），③死亡に至るまでの治療費，
④葬儀費用，⑥扶養を受ける利益を失ったことによる損害（被扶養利益の喪
失）などを意味し，疾病または傷害の場合には①治療費，R治療中の収入減
（休業補償），⑧後遺障害に伴う収入減（後遺障害補償），④後遺症治療費な
どを意味する。
精神的損害は加害行為によって受けた精神的な苦痛に対する補償で慰謝料
ともいわれている。事故によって死亡，疾病または傷害を受けた場合には本
人や遣族は常に精神的苦痛を感じる。しかし，この種の損害はもともと無形
の損害であるから，その金額的決定は至難のわざとなる。
人的事故によって損害が生じた場合，損害賠償を求めうる者は，被害者本人
であることはいうまでもない。しかし，死亡の場合には①相続人，R被害者
に養ってもらっていた人（扶養権利者），⑧近親者である。いうまでもなく，
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配偶者と子は常に相続人になるが（民法887条， 890条），父母は子がないとき
に，また，兄弟姉妹は子や父母がないときにはじめて相続人となる（民法889
条）。 被害者の配偶者と子は常に相続人であって，被害者の有した権利を受
けつぐため，被扶養利益の喪失についての損害賠償を求めえない。したがっ
て，被扶養利益の喪失として損害賠償を求めうる扶養権利者は相続人となら
なかった被害者の父母，祖父母，孫，兄弟姉妹などで被害者から扶養を受け
ていた者ということになる。
事故によって被害者が死亡した場合にほ，被害者の父母，配偶者および子
は財産的損害を受けないでも，大きな精神的苦痛を受けるのが普通であるか
ら，特にそのことを立証しなくても慰謝料の請求ができる（民法711条）。 し
かし，父母，配偶者および子以外の近親者，たとえば祖父母，孫，兄弟姉妹
が被害者の死亡により精神的苦痛を受けたことを立証すれば慰謝料の請求が
できる。たとえば，親代りになっていたような場合がそれである。なお，近
親者としての慰謝料と相続人によって受けつがれる被害者の慰謝料とは別個
のものであるから，双方を請求できる。しかし，被害者の慰謝料請求権を相
続することによって近親者の精神的苦痛は幾分ともいやされることになると
考えられるので，双方を請求する場合，それだけ減額すべきだという考えも
ないではない。
公害訴訟で最も問題になるのは死者への補償額と本人および遺族の慰謝料
に関してであろう。前者の中心をなすのは逸失利益であるが， これは通常交
通事故などで用いられるホフマン式計算法によって算出できるが，その場合
でも，①本人の生活費の控除計算，③就労可能年数の決定，④法定利息年5
分での割引計算の仕方，④無収入者の年収の推定などの問題があり，用い方
いかんにより，その金額に相当の差がある。加えて，ホフマン式計算法では
将来の昇給や退職金などが無視され，それだけ逸失利益が小さく計算されて
しまう。慰謝料についてはホフマン式計算法のような一応の基準を提供する
方式もなく，全く加害者と被害者の勢力関係や加害者の支払能力によって定
められるようで，交通事故の場合，死者一人につき300万円から400万円が示
談の相場となっている。
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本来，人間の生命価値に上下なく，人間の死亡それ自体に伴う精神的苦痛
についてもさしたる相違はない。しかし，死亡に至るまでの本人の肉体的，
精神的苦痛や家族の精神的苦痛には死亡の仕方により，相当なる相違がある
といわねばならない。したがって，本来，その人の職業，社会的地位，収入
などによって補償額や慰謝料を決定するのほ好ましくない。人間平等の思想
に立てば，補償額や慰謝料に差別を設けるべきではなく，かつまた計算困難
な逸失利益をあえて求めるぺきではない。そこで，損害賠償としての補償に
ついては定額化すべきである。すなわち，公害のような企業の第三者事故に
ついても，自動車事故や労災事故の場合と同様に無過失責任に近い補償責任
を課し，その金額を定額化し，企業危険を費用化するために公害保険を新設
すべきである。補償の定額化はすでに交通事故に関して主張されているが実
現されていない。公害についても，死者一人について補償額を定額化し，一
時金支払いまたほ年金支払いとし，慰謝料については入院日数や介護日数に
応じて 1日いくらというように定額化すぺきである。補償の問題は訴訟で解
決すべきでなく第一次的に保険で解決すべきである。
現在の自賠責での補償最高限度額は決して望ましいものではないが，死亡
の場合，死亡に至るまでの治療費50万円，死亡による損害500万円となって
おり，かりにそれ以上の損害があってもこれで打ち切られることになってい
る。また，労災保険の場合には，業務上の災害により死亡した場合には，次
のような給付が与えられている。すなわち，死亡に至るまでの業務上の傷病
に対して，①療蓑補償給付 (3年間必要な療養費），R休業補償給付（休業第
4日目から休業 1日につき給付基礎日額の60%），⑧長期傷病補償給付 (3年
以上たってもなおらない場合に政府が必要と認めた場合，本人に対して療養
の給付および給付基礎日額の60％の年金）が与えられる。この場合の給付基
礎日額は平均賃金，すなわち，過去3カ月に支払われた賃金の 1日当たり乎
均額である。死亡した場合には，①遺族補償給付と③葬祭料 (35,000円と給
付基礎日額の30日分）が給付される。遣族補償給付には遣族補償年金と遺族
補償一時金の 2種類がある。原則として前者の形を取るが，．遣族補償年金を
受けることができる遺族がいない湯合には給付基礎日額の 400日分の一時金
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が支給される。遺族補償年金は遺族の数に応じて給付基礎年額（給付基礎日
額の 365日分）の30%~50％の年金となっている。すなわち，それは基本額
と加算額とに分かれており，基本額は給付基礎年額の25％であり，加算額は
加算対象者 1人につき給付基礎年額の 5%（ただし最高25%）となっている。
受給権者は受給権者自身（通常妻もしくは60才以上または廃疾の夫か18オ未
満の子）および受給権者と生計を同じくしている受給資格者である。一例を
あげれば，夫が死亡し，妻および18オ未満の子供2人が同一の生計にあった
場合，この遺族は夫の給付基礎年額の40％の年金が失権および受給資格喪失
まで支給される。失権および受給資格喪失の主たるものは死亡，婚姻， 18オ
に達したときである。
以上述べたところで明らかなとおり，自賠責では逸失利益を労災保険では
被扶養利益の喪失を中心として補償額を構成している。どちらがよいかは議
論のあるところであるが，補償の本来のあり方は労災方式であると思う。
4 公害の損害と保険化の可能性
損害発生の可能性を危険というが，この危険ほ原因行為や現象形態の事故
を意味している。それらの事故によって被害形態の事故が生じることになり，
それが損害という形となって現われる。被害者側にとってはこの過程全体が
公害ということになろう。ところが，加害者側に立って見ても，原因行為や
現象形態の事故を起こし，それによって賠償責任を負わねばならぬという責
任形態の事故，すなわち損害を被ることになる。したがっ:-(,故意の場合を
別にすれば，加害者もまた公害の犠牲者たりうる。公害の損害とはこのよう
な被害者および加害者双方の損害をいう。
ただし，保険者が危険を負担し，損害を填補するという保険化の過程にお
いてほ，危険の偶然性と損害の可測性が要求される。すなわち，危険の偶然
性は加害企業が公的に設定された環境基準を守ること，すなわち原因行為か
ら故意を除くことによって可能となり，公害の偶然化が達成される。ただし，
加害者の故意も被害者にとって偶然であるから，危険の偶然性は主観的偶然
性で足りる。次に，損害の可測性とは金銭に見積りうべきことである。すな
82 (82) 公害の補償と保険（亀井）
わち，その損害が人的損害であろうと物的損害であろうと経済的評価の可能
なものでなければならない。
ところで，公害の原因，すなわち加害行為は継続的であり，定常的である。
それによって，各種の現象形態の事故が生じ，次いで被害形態の事故へと波
及していく。しかし，先に述べたごとく原因行為から直接に被害形態の事故
が生じることもある。そこで，以下各種の公害の形態によってどんな被害が
生じるかーベつしよう。
(a) 大気汚染による被害
大気汚染はエ湯のばい煙，自動車排気ガス，工場の有害物質，家庭暖房そ
の他から生じ，主として健康被害を与えるが，農作物被害，建物や洗濯物の
汚染，街路樹被害などを与える。心理的，感覚的な被害としては青空の喪失，
視程の障害，悪臭などの不快感がある。このうちで，保険化しうる可能性の
あるのほ健康被害と農作物被害であろう。健康被害として最も大きくクロー
ズ・アップされているのほ慢性気管支炎．気管支ぜん息，ぜん息性気管支炎
および肺気しゅならびにこれらの続発症である。これらの健康被害は亜硫酸
ガスに代表されるいおう酸化物．一酸化炭素，窒素酸化物，炭化水素，浮遊
ふんじんなどの大気汚染物質によるものとされている。また農作物被害は生
育障害，収量の低減，商品価値の低下などであり，これらは工場から排出さ
れる酸化いおう，弗化水素，塩素ガス．ぱいじん等のほか砕石ふんじん，道
路砂じん等によるものとされている。
(b) 水質汚濁による被害
水質汚濁ほ工湯排水，鉱山排水，家庭下水， し尿・ごみ等の汚水の投棄，
船舶からの廃油の排出，農薬の散布等から生じ，主として健康被害，農業被
害，水産被害を与える他，水道原水の汚濁，悪臭，野外レクリニーツョンの
ための自然環境の被害が生じる。そのうち特筆すべきものほ水銀化合物によ
る水俣病，カドミウムによるイクイイクイ病などの健康被害であろう。農業
被害としては単に農作物被害のみならず，農業用施設に対する被害も報告さ
れている。すなわち，浮遊物が水路壁，スクリーン等に付着して機能を低下
させたり，酸性水によって揚水機を腐蝕させることがある。
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水産被害としては魚介類のへい死，生長阻害および棲息不能，漁獲量の減
少，固形物の浮遊または沈積による操業障害，汚染ないし着臭水産物の価値
低下，温排水による漁場環境への悪影響等が考えられる。
(c) 騒音による被害
騒音の発生源と考えられるのは，工場騒音，建設騒音，交通騒音，航空機
騒音，その他街頭放送や深夜営業に伴う一般騒音である。騒音に伴う被害は
主として心理的，精神的なもので，被害の金銭的評価がむつかしい。すなわ
ち，騒音による被害として考えられるのは不快感，会話妨害，作業能率の低
下，睡眠障害等である。しかし，航空機騒音は受忍限度を越える航空公害と
して，最近健康被害が報告されるようになった。すなわち，航空公害防止協
会の大阪国際空港周辺の調査によれば，騒音によって高血圧，難聴，おう吐，
不眠等による健康被害が出ており，後述の健康被害救済制度の拡大を求める
(4) 
声があがっているとのことである。
航空公害は防音林や防音壁によって少しは防止できるが，根本的には転居
以外に方法はない。転居に伴う損害も一種の騒音被害であろう。航空機騒音
しままたテレビ難聴視や学校などにおける授業妨害を伴う。
(d) 地盤沈下による被害
地盤沈下は主として工業用水， ビル用水，上水道用水として地下水をくみ
上げることによって短期間に地表面が低下することである。地盤沈下に伴う
被害は主として物的なものであるが，その被害が特定の地域に広範囲に及ぶ
ものである。すなわち，臨海都市においては台風のたびに高潮による浸水被
害が広範囲にわたって見られる。
(e) 振動および悪臭による被害
振動および悪臭については技術基準が確立していないところから，その十
分な調査や直接的な規制が行なわれていない。それゆえ，いかなる被害が生
じるか十分判明していない。しかし，心理的あるいは精神的被害の他，健康
被害，財産被害，営業被害等が報告されることは間違いないものと思われる。
(f) 土壌汚染
(4) 昭和46年 1月21日付日経新聞および同毎日新聞参照。
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大気汚染や水質汚濁によって農業用地の土壌が汚染される。すなわち，大
気中に排出される有毒物質の降下，工場等から農業用水に排出される水によ
って，たとえばカドミウムなどの有害重金属物質で土壌が汚染される。この
ような産業公害によるものの他，最近農薬による土壌汚染が起こっている。
すなわち， DDT, BHC, ドリン剤のごとき農薬が土壌に残留し，農産物
に農薬汚染が生じ，その販売が不能となるわけである。したがって，この種
の公害は農業の被害および有害農作物を消費した一般大衆に健康被害を生ぜ
しめることになる。土壊汚染は正に産業公害と農薬公害の複合物である。
侶） 各種の商品公害の被害
有害商品（薬品をも含む）が市場に氾濫し，一般大衆に多大の危機意識を
もたらしている。これは．空気，水，土地とは無関係ではあるが，その及ぽ
す影響力からして公害と呼んで差し支えない。本来の公害は企業が事前に公
害防止対策を講じないがゆえに生じるものであるに対し，食品公害，薬品公
害，その他の商品公害はもっと悪質であって，企業が積極的に有害商品を製
造し，それを販売することによって生じているのである。つまり．本来の公
害は企業の消極的活動により生じるに対し，商品公害は企業の積極的活動に
よって生じる。
もちろん，商品公害にも，①無害と思われていたものが有害となった場合．
R異常な事態によって有害なものが製造された場合，⑧有害であることが判
りながら製造した場合に分けて考えねばならないであろう。商品公害の被害
の主なものは健康被害であろうが．⑧は故意になされたもので，正に恐るべ
き殺人といわねばならない。
以上述べた被害は被害者側の直接損害と間接損害であるが．同じような損
害が加害者側にも生じる。公害による損害は実に多方面に及び，各種の被害
を保険化することを考えねばならないかも知れないが．最も重要なのほ健康
被害である。それゆえ，最も可能性のあるのは被害者側に立つ疾病保険と加
害者側に立つ賠償責任保険である。
しかし，公害の被害には各種の特異性があり，一般に保険化になじまぬ面
がいくつかある。これに対してどのように考えるかが問題である。以下，疾
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病保険と賠償責任保険について一般的な検討を加えよう。
(1) 公害はその発生源が不特定多数か，特定していても因果関係の立証が
困難なため，貨任の所在を明確にし難いことが多い。
確かに原因，現象，被害の間にほこのような特異性が見られるが，健康被
害という事実それ自体を補償する疾病保険についてはさほど問題になること
ではない。ただ問題となるのは保険料を誰が負担するかという点である。し
かし，賠償責任保険に関するかぎり，上記の特異性は致命的なもので，挙証
責任の転換とか無過失責任主義の採用などの処置が必要となる。
(2) 公害の被害の程度や内容が不明確であって，その態様が定型化しにく
1,ヽ
確゚かに被害者の営業被害や財産被害についてはそのような傾向はあるが，
健康被害や加害者の賠償責任は定型化した損害として把握することが可能で
ある。もちろん，保険化を実現するためには危険同質化の原則が作用するよ
う担保危険と損害填補範囲を規定する必要がある。
(3) 公害は原因行為が継続的で，定常的である。しかも，それが事業活動
という許容された行為に基づいている。
これは公害に偶発性がないことを意味するが，先に述べたごとく加害企業
に公的な環境基準を守らせることによって，この種の特異性を排除しうる。
(4) 公害発生についてほ大量観察に伴う確率が発見されていない。
この特異性は保険化にとってほ致命的であるかも知れない。しかし，すべ
ての保険が確率論に基づいて運営されているわけでなく，試行錯誤の過程を
へて運営されているにすぎない。確率発見不能に伴う問題ほ純然たる私保険
なら，なるほど重大問題であるかも知れないが，社会保険的な運営のしかた
を考えれば， この種の問題は解消するものと思われる。
5 公害と賠償責任保険
賠償責任保険は被保険者が第三者に対して法律上の賠償責任を負担するこ
とによって被る損害を填補する保険である。したがって，自賠責，原子力賠
償責任保険，船客傷害賠償責任保険などは賠償責任保険の一種であるが，特
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別のものとして取り扱われ，一般的な売のを単に賠償責任保険と呼んでいる。
この保険ほ民間保険業者によって営まれている。
賠償責任保険は企業活動や個人の生活行為の過程において，第三者に対し
て物的損害または人的損害を与えた場合の損害賠償責任を保険するものであ
る。この保険を契約する場合，普通保険約款と保険需要に合致した特別約款
とが組み合わされて使用される。公害と関係のある特別約款は施設所有者特
別約款，請負業者特別約款，生産物特別約款である。ところが， この保険で
ほ公害に対する企業の損害賠償責任は事実上担保されていない。それはまず，
保険者側の消極的なアンダーライティングと基準填補限度額の低さにある。
すなわち，基準填補限度額は大体，対人賠償 1名につき50万円，ー事故につ
き100万円とされている。しかし，これは任意に大幅に引き上げることがで
きるが，とうてい公害損害の巨大性に対処できない。また，約款上，保険者
は公害に対する責任を事実上負担していない。
すなわち，普通保険約款において，保険者は①保険契約者の故意 (5条），
R排水，排気（煙を含む）に起因する賠償責任 (6条）を免責している。こ
れに加えて施設所有者特別約款では①給排水管等からの蒸気，水の漏出，い
っ出等による財物の損壊 (2条），②被保険者の占有を離れた商品または飲食
物等に起因する賠償責任 (3条(3)），⑧仕事の結果に起因する賠償責任 (3条
(4)) を免責としている。請負業者特別約款は地下工事，基礎工事，またほ土
地の掘削工事に伴う各種の偶発事故を免責している (2条(2)）。 それは土地
の沈下，隆起，移動，振動，土砂崩れ，土地の軟弱化，土砂の流出・流入，
地下水の増減である。生産物特別約款では施設所有者特別約款で免責されて
いる③と⑧を担保するが，被保険者が故意またほ重過失により法令に違反し
て生産，販売もしくは引渡した生産物または行った仕事の結果に起因する賠
償責任は免責されている。
かくて，現在の賠償責任保険では産業公害や都市公害の救済は問題となら
ない。わずかに食品公害（薬品公害をも含めて）について救済の可能性があ
るにすぎない。事実，生産物賠償責任保険（賠償責任保険普通約款に生産物
特別約款を付加したもの）は食品メーカ．ーや飲食店などが加入しているが，
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製薬会社についてほ保険業者側の消極的なアンダーライテングのためほとん
ど利用されていない。しかし，サリドマイドやキノホルムなどの薬禍問題が
社会問題化しているとき，保険業界もアンダーライティソグを改めるなり．
薬品保険を開発するぐらいの努力はほしいものである。最近，製薬工業協会
では薬禍による被害者救済をスムーズに行なうため，クスリ保険の創設に前
(5) 
向きに取り組むことが明らかにされた。
しかし，現在の法制のもとでは産業公害や製品公害を加害者側に立つ賠償
責任保険という形で保険化することはあまり意味がない。けだし．被害者は
民法第709条に基づき加害者の過失責任を立証しなければならないからであ
る。かくて，私ほ(1)過失責任主義を自賠法や労働基準法のように一種の無過
失責任主義に改めること，（2）被害者による原因と損害の因果関係の立証には
完全な科学的なものを求めるぺきではなく，社会通念上や推定上のものに止
めるべきこと，（3）公害紛争処理機関を強力なものとし，裁判所と同等の機能
を付与すべきこと，（4）企業に公害賠償責任保険をつけることを強制すること，
(5)自賠責と同様民間保険業者に元受をさせ，政府が再保険を引き受けること，
(6)補償金額を定額化し，これを労災保険方式とすること等を盛り込んだ立法
をなし．公害賠償責任保険を創設すべきであると考えている。
この種の考え方として，すでに若干の提案がなされている。その一つは慶
応大学の庭田範秋教授が「公害保険制度なるものを考えると，それほ漸次任
意的なものから強制的なものに移行する責任保険となるのではなかろうか。
そしてわが国の自動車損害賠償責任保険ときわめて類似の考え方で運用しう
(6) 
る」と述べておられることである。また，朝日新聞でも私の知りえた範囲で
(7) 
ほ2回にわたって公害保険の創設を提案している。その一つほ，米ぬか油中
毒事件を根拠として中小企業が公害の補償のために倒産するのを防止するた
め，政府がいったん補償金を肩代りして支払い，企業に計画的に返済を求め
ること，および業種別，産業別に公害保険を実施すぺきだとするものである。
(5) 昭和46年6月26日毎日新聞参照。
(6) 庭田範秋「保険経営論」昭和45年， 35頁。
(7) 昭和仕年5月14日朝日新聞夕刊。
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(8) 
その二は，次のようなアイデイアである。すなわち，企業に無過失責任を負
わせることを前提として，①公害保険という責任保険を創設し，企業，国，
地方公共団体の出資する保険機関で引き受けること，②裁定委員会を設け，
公害による損害の原因および損害額を調査査定し，企業に損害賠償を命じる，
③企業が支払った損害賠償額は企業のなした公害防止施設および注意の程度
を勘案して保険機関で負担する，④公害防止施設のための資金ほ保険機関か
ら低金利で融資する，ということである。
以上の提案ほきせずしてその大網が私の考えと一致しているが，詳細な点
についてはかなりの相違点がある。しかし，いまはその細部に立ち入る時間
はない。加えて，私の専門に近い海上公害や原子力公害には論及できなかっ
た。他日以上の点について論及する予定である。そこで，最後に公害防止の
ための保険といわれる中小企業信用保険中の公害防止保険を一べつしておこ．
う。
6 公害防止保険
最近における公害問題はますます深刻化し，中小企業においても公害関係
投資が急速にその必要がでてきた。しかし，公害防止設備の設置や工場移転
などの投資は大口かつ長期にわたることが多く，多額の資金を必要とするに
至る。その結果，資金の一部を金融機関に仰がねばならなくなる。けれども
公害防止投資は収益性のない性格のものだけに金融機関の貸出しも抑制的と
なることが予想され，中小企業としても公害関係投資に消極的とならざるを
えない。そこで政府は中小企業の公害防止対策を金融面から推進させるため，
(9) 
中小企業信用補完制度の一環として公害防止保険を創設し，昭和46年4月10
日から実施した。これは中小企業が公害防止のための投資を行なうため，民
間金融機関から融資を受けるに当たり，全国に51を数える信用保証協会に保
証を求めて，信用保証付貸付を受ける。中小企業に信用保証をした信用保証
(8) 昭和45年 7月16日朝日新聞夕刊。
(9) この制度については東辰三「信用保証読本」金融財政事情研究会（昭和45年）
参照。
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協会はその保証責任を自動的に中小企業信用保険公庫に付保するのである。
そのため，信用保証協会と中小企業信用保険公庫はあたかも元受保険者と再
保険者に似たような関係にたつ。貸付を受けた中小企業が所定の期日までに
金融機関に対して償還を怠れば，信用保証協会は中小企業に代って金融機関
に対し代位弁済する。その事実が発生すると中小企業信用保険公庫は代位弁
済の70％を保険金として信用保険証協会に支払うのである。
保険限度額は 2,000万円で，それは中小企業の借入の保証にかかる保険価
額の限度額で，普通保険とは別枠となっている。しかし，金額が非常に小さ
い。保険料率は年0.66%（日歩1.8厘）である。
公害防止保険の対象となる資金は公害防止施設の設置の費用および公害防
止のための移転費用で，その具体的な明細については中小企業信用保険法施
行規則で定められている。
保険は本来防止策ではなく救済策である。それゆえ，保険は公害の防止に
ついて役立つものではなく直接的関係はない。しかし，関接的には公害防止
について機能する面を有している。そのーはここで問題にした公害防止保険
であり，その二は保険事業自体が金融機関として公害防止金融をなすことで
ある。
最後に，公害は厳重に防止しなければならない。政府および地方自治体は
科学的な環境基準を設定し，これを企業に確実に守らせねばならない。かく
して公害を偶然化し，大数法則の利用により費用化し，健全な保険制度を育
成していかねばならない。公害の事前的処置として公害防止保険の拡充，公
害の事後的処置として被害者側の健康被害救済制度の拡充か健康保険への統
合，加害者側の公害賠償責任保険の創設，これが一般論的な私の結論である。
これについての図示として第 1表を参照していただきたい。その具体的な内
容については他日発表の機会をえたい。
なお， 6月30日の講演会で熱心に聴講いただいた会員諸君に感謝の意を表
する。
